
　

３
日
に
閉
会
し
た
６
月
議
会
で
、
日
本

共
産
党
は
無
所
属
の
は
ま
の
太
郎
議
員
、

小
川
友
樹
議
員
と
と
も
に
「
10
月
か
ら
の

消
費
税
増
税
中
止
を
求
め
る
意
見
書
」
を

　

４
月
に
行
わ
れ
た
市
議
会
議
員
選

挙
・
県
議
会
議
員
選
挙
と
も
に
、
船

橋
市
の
投
票
率
は
34
％
台
と
な
り
、

前
回
を
下
回
り
ま
し
た
。
特
に
若
年

層
の
投
票
率
は
低
く
、
20
代
の
投
票

率
は
市
議
選
で
15
％
、
県
議
選
で
17

％
で
す
。
30
代
・
40
代
も
市
議
選
は

20
％
台
、
県
議
選
も
40
代
後
半
を
除

け
ば
同
様
の
数
値
に
と
ど
ま
っ
て
お

提
案
し
ま
し
た
。
文
面
は
表
の
通
り
で
す
。

　

６
月
27
日
に
こ
の
意
見
書
の
採
決
が
行

わ
れ
、
共
産
党
と
無
所
属
議
員
ら
の
他
、

市
民
民
主
連
合
、
み
ら
い
＠
船
橋
が
賛
成

し
ま
し
た
が
、
自
民
・
公
明
な
ど
が
反
対

し
、
15
対
31
で
否
決
さ
れ
ま
し
た
。
な
お
、

市
民
民
主
連
合
の
高
橋
け
ん
た
ろ
う
・
岡

田
と
お
る
・
斉
藤
誠
議
員
は
採
決
時
に
退

席
し
ま
し
た
。

　

景
気
が
悪
化
す
る
中
で
暮
ら
し
も
経
済

も
壊
す
消
費
税
増
税
は
自
滅
行
為
で
す
。

市
議
会
議
員
の
姿
勢
が
問
わ
れ
ま
す
。

り
、
投
票
率
の
低
さ
が
問
題
に
な
っ

て
い
ま
す
。

　

ま
た
高
齢
者
な
ど
足
腰
の
弱
っ
た

方
か
ら
投
票
所
に
つ
い
て
「
遠
す
ぎ

る
」
「
坂
道
が
苦
痛
で
歩
い
て
い
け
な

い
」
な
ど
の
声
が
出
さ
れ
て
い
ま
す
。

船
橋
市
は
人
口
10
万
人
あ
た
り
の
投

票
所
数
も
近
隣
市
と
比
べ
て
少
な
く
、

増
設
が
急
が
れ
ま
す
。（
表
参
照
）

　

日
本
共
産
党
は
６

月
議
会
で
選
挙
管
理

委
員
会
（
以
下
選
管
）

に
、
「
せ
め
て
千
葉

市
や
市
川
市
と
同
規

模
に
す
る
に
は
あ
と

19
カ
所
の
投
票
所
が

必
要
だ
」
と
増
設
を

求
め
ま
し
た
。

　

選
管
は
総
務
省
の

助
言
に
あ
る
「
有
権
者
の
住
所
か
ら

３
㎞
以
内
の
投
票
所
」
と
い
う
基
準

に
は
合
致
し
て
い
る
と
し
な
が
ら
も
、

「
高
齢
化
社
会
を
迎
え
る
中
、
投
票
環

境
の
向
上
は
大
き
な
課
題
と
認
識
し

て
い
る
。
他
市
の
状
況
等
に
つ
い
て

研
究
、
検
討
は
し
て
い
き
た
い
」
と

答
え
ま
し
た
。

　

ま
た
期
日
前
投
票
所
は
市
川
・
八

千
代
・
松
戸
市
な
ど
で
は
商
業
施
設

に
開
設
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
船
橋
市

で
は
公
共
施
設
に
し
か
設
置
さ
れ
て

い
ま
せ
ん
。
商
業
施
設
へ
の
設
置
を

求
め
た
所
、
選
管
は
「
検
討
し
た
い
」

と
答
え
ま
し
た
。

  

選
挙
公
報
の

          

全
戸
配
布
を

　

選
挙
公
報
と
は
候
補
者
の
氏
名
、

所
属
政
党
、
経
歴
、
政
見
な
ど
を
載

せ
た
文
書
で
、
有
権
者
に
と
っ
て
重

無
所
属
議
員
と
共
同
提
案

無
所
属
議
員
と
共
同
提
案

　５月１３日に内閣府が発表した３月の景気動向指数

で、景気の基調判断が２月までの「下方への局面変化」

から、平成２５年（２０１３年）１月以来６年２カ月

ぶりとなる「悪化」に転じた。

　「悪化」の定義は「景気後退の可能性が高いことを

示す」もので、６段階の基調判断のうち最も低い判断

である。「悪化」になった場合に、政府が景気回復の

認識を示したケースは無い。

　これまで自民党政府は消費税増税を３回行っている

が、どれも政府の景気判断としては「好景気」「回復期」

の時期に実施された。それでも５％、８％への増税

は、どちらも消費不況の引き金を引く結果となった。

　国内総生産の６割を占める家計消費は、平成２６年

（２０１４年）４月の消費税増税で落ち込んだまま、

増税前の水準を一度も回復していない。市民の中でも

低所得者、とりわけ年金生活の高齢者などは、「これ

以上、負担が増えたら生活できない。何を節約すれば

良いのか分からない」と、不安の声を上げている。

　政府は、食料品などには「軽減税率」を適用する、

とのことだが、実際には８％に据え置かれるだけで軽

減ではない。消費税の逆進性がますます強まることに

なる。

　今回の１０％への増税は、政府自身が景気悪化の可

能性を認める中でのものであり、強行するとすれば前

例のない無謀極まる政策である。

　１０％への増税は、今からでも止められる。

　よって、政府においては、１０月からの消費税の増

税を中止するよう、強く要望する。

　以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を

提出する。

発議案第1号
１０月からの消費税増税中止を求める意見書

要
な
情
報
源
で
す
。
船
橋
市
は
新
聞

折
込
と
戸
別
郵
送
に
よ
っ
て
投
開
票

日
の
二
日
前
ま
で
に
配
布
し
て
い
ま

す
が
、
新
聞
を
と
ら
な
い
方
が
増
加

し
て
お
り
、
特
に
20
代
の
購
読
率
は

一
般
的
に
は
１
割
に
も
な
ら
な
い
と

言
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

選
管
側
は
「
期
日
前
投
票
所
や
市

内
公
共
施
設
89
カ
所
に
布
置
（
置
き

並
べ
る
こ
と
）
し
て
い
る
」
「
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
速
や
か
に
掲
載
し
て
い
る
」

と
言
い
ま
す
が
、
取
り
に
行
け
な
い

人
や
ネ
ッ
ト
に
接
続
で
き
な
い
人
も

い
ま
す
。
本
会
議
で
選
挙
公
報
の
全

戸
配
布
を
求
め
た
所
、
選
管
は
「
新

聞
未
購
読
世
帯
割
合
が
増
加
し
て
い

く
傾
向
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
今
後
は

近
隣
市
の
動
向
に
注
視
し
、
検
討
し

て
い
き
た
い
」
と
答
え
ま
し
た
。

　

投
票
環
境
の
向
上
や
啓
発
の
強
化

は
市
独
自
で
も
で
き
る
こ
と
で
す
。

引
き
続
き
改
善
を
求
め
て
い
き
ま
す
。

「
消
費
税
増
税
は
中
止
を
」意
見
書

「
消
費
税
増
税
は
中
止
を
」意
見
書

「
遠
す
ぎ
る
」の
声
に
応
え
て

                 

投
票
所
の
増
設
を

「
遠
す
ぎ
る
」の
声
に
応
え
て

                 

投
票
所
の
増
設
を
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